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研究要旨： 

献体を使用した手術手技研修（CST: Cadaver Surgical Training）は高度な手術の安全な

普及に有効であり、2012年の『臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン』

の公表により国内での実施が可能となった。ガイドラインは、CSTの実施報告書を日本外科

学会 CST推進委員会に提出することを実施の要件としているが、CSTの普及によって、日本

外科学会の担当する診療領域は全体の約 1/5のみとなり、全ての診療領域を網羅した審査体

制を維持することが困難となった。そこで、本研究では、上位の新団体の設立を想定し、以

下の４項目の目標を掲げて研究を行った。①現行の報告システムの改善、②プロフェッショ

ナル・オートノミーの強化、③CSTの課題を解決する新ガイドラインの作成、④一般市民に

理解していただくための活動の実施。 

①に対しては、2022 年度より日本外科学会、日本解剖学会に加え、臨床系の 8 学会が評

価に加わる体制を整えた。また、②の強化のために CSTを統括する新組織である“一般社団

法人 CST（仮称）”を立ち上げることが決定され、ステークホルダーとなる日本外科学会を

はじめとする臨床系学会と日本解剖学会でのコンセンサスを得た。また、関連する上位の横

断的な団体である日本医学会連合、日本歯科医学会連合、全国医学部長病院長会議、歯科大

学学長・学部長会議、日本解剖学会、篤志解剖全国連合会からも協力の確約が得られた。新

法人は 2024 年度内に設置される予定である。さらに③の準備として、『CST画像の適正管理

ワーキンググループ』を立ち上げ、専門的な見地からの検討を加えた。これらの成果は新法

人から公表予定の新たなガイドラインに反映されることとなった。④については、生命倫理

や社会学の観点から、社会における CSTの在り方を検討した。今後、新聞等のメディアに対

する意見広告と一般向けの資料の配布やホームページの構築が予定されている。 

これらの研究成果により、今後の我が国における CSTの健全な発展と更なる普及が期待さ

れる。 
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A 研究目的 
高度な医療を安全に提供するためには、

効果的なトレーニングが必要である。献体

を使用した手術手技研修（CST: Cadaver 

Surgical Training）は、OJT（on the job 

training）を補完する有用な教育手法であ

る。国内では、2012年に日本外科学会と日

本解剖学会によって公表された『臨床医学

の教育及び研究における死体解剖のガイド

ライン』（以下ガイドライン）の遵守により、

CST が実施可能となった。 

また、日本外科学会 CST 推進委員会はガ

イドラインの規定に沿って各大学の CST の

実施報告書を受理し、実施内容の妥当性、

予算運営の公正性、企業関連の COI 等に関

する透明性を審査し、必要に応じて指導を

行い承認している。 

ガイドライン公表後の 10 年間で、38 の

医科大学から 1,173 件の CST や遺体を使用

した研究開発の報告があり、総計で 2,677

回の実施に対して 26,123 人（うち学外

13,351 人）が参加しました。コロナ禍で報

告件数が一時減少しましたが、2023年度に

は再び増加し、548 件の報告があった（図

1）。 

2012年から2021年までの診療科別のCST

実施件数を集計すると、整形外科が最も多

く、日本外科学会が担当する外科領域の

CSTは約 1/5に過ぎない（図 2）。 

 CSTの各領域での普及により、日本外科学

会が行ってきた各大学の CST の審査、ガイ

ドライン改訂、将来構想の策定などの業務

は、外科系の各領域と解剖学を統括する組

織が行う必要が出てきた。そこで、本研究

では、地域医療基盤開発推進研究事業「献

体による効果的医療技術教育システムの普

及促進に関する研究」の成果を踏まえ、日

本外科学会 CST推進委員会、日本解剖学会、

臨床系各領域の専門学会、日本医学会連合

図 2 診療領域別の CST の実施件数 
（2012～2021 年） 
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の協力を得て、下記の 4 つの課題を解決す

ることを目指した。 

 
B 研究方法 
① 現在の評価システムは CST 推進委員

会で実施しているが、そのメンバーに日本

外科学会、日本解剖学会に加え、臨床系の

学会が評価に加わる体制を整えた。 

② プロフェッショナル・オートノミー

の強化のために CST を統括する新組織であ

る“一般社団法人 CST（仮称）”の立ち上げ

を検討した。実現に向けて、ステークホル

ダーとなる日本外科学会をはじめとする臨

床系学会と日本解剖学会での協議と、関連

する上位の横断的な団体である日本医学会

連合、日本歯科医学会連合、全国医学部長

病院長会議、歯科大学学長・学部長会議に

対する、趣旨説明を行うこととした。 

③ 新ガイドライン作成における検討事

項に関して、『CST 画像の適正管理ワーキン

ググループ』を立ち上げ、それそれぞれ専

門的な見地からガイドラインの改定につい

ての検討を行うこととした。 

④ 啓発活動を行うに先立って、倫理面

の配慮を含む、生命倫理や社会学の観点か

ら、社会における CST の在り方を検討し、

メディアを通した適切な周知方法を探るこ

ととした。 

 

C 研究結果 

４つの目標に対する研究成果は下記の通

りである。 

① 現行の報告システムの改善 

日本外科学会 CST 推進委員会と連動して

研究を実施した。多領域からの報告書の審

査・承認をせざるを得ない現状に対する改

善策として、2022 年度より日本外科学会、

日本解剖学会、日本脳神経外科学会、日本

整形外科学会、日本耳鼻咽喉科頭頸部外科

学会、日本産科婦人科学会、日本口腔外科

学会、日本形成外科学会、日本救急医学会、

日本泌尿器科学会の各領域の評価委員によ

る領域別の審査と全体会議での承認の体制

を整えた。 

② プロフェッショナル・オートノミーの強

化 

ガイドラインが日本外科学会と日本解剖

学会の連名で公表された経緯から、外科系

の各学会への周知は必ずしも十分とは言え

ない。そこで新たな CST を統括する組織で

ある“一般社団法人 CST（仮称）”設立の準

備作業を行った。日本外科学会事務局と日

本外科学会 CST 推進委員会が中心となり、

各領域の評価委員を通して各学会に周知す

るとともに、日本医学会連合、日本歯科医

学会連合、全国医学部長病院長会議、歯科

大学学長・学部長会議、日本解剖学会、篤

志解剖全国連合会からも法人設立の賛同を

頂き、2024 年度内に“一般社団法人 CST（仮

表 1本研究の 4つの目標 
① 現行の報告システムの改善 
② プロフェッショナル・オートノミー

の強化 
③ CSTの課題を解決する新ガイドライ

ンの作成 
④ 一般市民に理解していただくための

啓発活動 
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称）”が設立することとなった。 

③ CST の課題を解決する新ガイドライン

の作成 

CST の現状に合わせてガイドラインをア

ップデートするためにワーキンググループ

を設置した。『CST画像の適正管理ワーキン

ググループ』では、顔面移植手術や美容外

科の CST の実施に関して、顔などの個人を

特定できる遺体の写真が学会等で使用され

る事例が報告されていることに対し、日本

形成外科学会よりメンバーの参加を得てワ

ーキンググループを構成し、新ガイドライ

ン作成の準備段階として画像の取扱いにつ

いて問題点を洗い出した。今後、その内容

は新ガイドラインに取り入れられる予定で

ある。 

④ 一般市民に理解していただくための啓

発活動 

生命倫理の専門家の橳島次郎氏（生命倫

理政策研究会共同代表）、日本の献体制度に

詳しい佛教大学香西豊子教授の両氏の協力

を得て、わが国の解剖の歴史的背景を踏ま

えた社会の同意による CST の推進の方向性

を検討した。 

 

D. 考察 

ガイドラインの公表後 CST は順調に普及

してきたが、一度不適切な実施が社会問題

になると、これまで普及のために行ってき

た活動全てが水泡に帰す可能性がある。今

後わが国の CST をさらに健全に発展させる

ためには、外科系学会全体に CST ガイドラ

インを周知させ、各学会のプロフェッショ

ナル・オートノミーを高める必要がある。   

本研究では、上記の目的のためにこれま

で日本外科学会 CST 推進委員会が行ってき

た CST の普及啓発活動について、今後は新

組織の“一般社団法人 CST（仮称）”が実施

すべくステークホルダーと議論を重ねた。

その結果、新法人設置に関するコンセンサ

ス得られ具体的な工程が示された。 

新法人は 2024 年度内に設置される予定

であり、本研究で検討した諸課題は新法人

に引き継ぎ解決される予定である。 

 

E. 結論 

初年度に提示した 4 つの目標に沿って研

究を進めた。今後わが国の CST をさらに健

全に発展させるために、“一般社団法人

CST（仮称）”が 2024 年度に設立予定であ

る。 

これにより医学会全体で CST ガイドライ

ンを周知させ、各学会のプロフェッショナ

ル・オートノミーを高めることが可能とな

り、今後の CSTの健全な普及が期待できる。 
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本研究が主催したもののみ抜粋 

第 121 回日本外科学会定期学術集会（2021

年 4月 10日 Web会議） 

CST推進委員会・厚生労働班会議合同企画：

「臨床医学の発展に貢献する CST の将来像」 

司会：伊達洋至（CST推進委員会委員長：研

究代表者）、小林英司（CST推進委員会副委

員長：研究分担者） 

1．CST に対する行政からの期待。伴 圭吾

（厚生労働省医政局医事課） 

2．「ガイドライン」と献体を使用した臨床

医学研究と医療機器の研究開発のルールに

ついて。七戸俊明（研究分担者：北海道大

学消化器外科Ⅱ）  

3．解剖学教室と外科、CSTがもたらす Win-

Winの関係。鈴木崇根（研究分担者：千葉大

学大学院医学研究院環境生命医学）  

4．『献体による外傷手術臨床解剖学的研究

会』： 献体外傷手術研究グループによる全

国開催と、COVID-19流行下での感染防止対

策について。本間 宙（東京医科大学救急・

災害医学）  

5．国産内視鏡手術支援ロボットを用いた遠

隔手術プラットフォーム構築に向けた取り

組み。須田康一（藤田医科大学総合消化器

外科）  

第 122 回日本外科学会定期学術集会（2021

年 4月 16日 熊本市） 

CST推進委員会・厚生労働班会議合同企画：

「CSTの 10年を振り返り、未来を拓く」 

司会：伊達洋至（CST推進委員会委員長：研

究代表者）、小林英司（CST推進委員会副委

員長：研究分担者） 

1. CSTの現状と今後の課題。七戸俊明（研

究分担者：北海道大学消化器外科Ⅱ） 

2. カダバーサージカルトレーニングに対

する行政からの期待。瀧 翔哉（厚生労働省

医政局医事課） 
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3. 解剖学教室から見た CST。木山博資（名

古屋大学機能組織学（解剖学第二）） 
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長、研究代表者）、平松昌子（CST推進委員
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外科Ⅱ） 
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て。小林英司（研究分担者：東京慈恵会医

科大学産学連携講座腎臓再生医学講座） 

4. CST実施に係る指導監督者としての課題。

大和田祐二（研究分担者：東北大学器官解

剖学） 

5. カダバーサージカルトレーニングに対

する行政からの期待。大髙俊一（厚生労働

省医政局医事課）  
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Shichinohe T, Kondo T, Date H, et al. 
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Education and Research of Clinical 

Medicine -Japan Surgical Society and 

Japanese Association of Anatomists-. 

Anatomical Science International. 97, 

235-240. 2022/ Surgery Today. 52, 989-

994. 2022. 

 


